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循環器病対策推進基本計画の患者支援に関する重点施策を

各都道府県のハブとなって行政・地域医療機関・各団体と連携して進める

脳卒中・心臓病等総合支援センター
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脳卒中・心臓病等総合支援センターに求められるもの

しばしば認められる誤認識

• 県独自の啓発動画やパンフレットを作成する必要がある

• 総合支援センターは 県民すべての相談窓口として、
支援を行わなければならない

• 既に地域連携パス会議等のネットワークはあり、
地域連携は確立している

情報提供資材はすでに多数作成されており、総合支援センター個別作成に予算を使うのは無駄！

相談支援

情報提供

ネットワーク構築



京大病院 脳卒中相談窓口における支援状況（2024年8月～2025年7月）
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⚫ 支援内容別状況（件） 1医療連携・地域連携パス

2リハビリテーション（外来含む）

3心理サポート

4両立支援（仕事・就労・復職）

5両立支援（就学・復学支援）

6緩和ケア（アドバンス・ケア・プランニングを含む）

7疾病情報の提供（予防・診断・治療等ついて）

8
医療・介護・障害福祉の連携に有用な
社会システムの提供

9経済的問題（または不安）への支援

10障害者手帳認定の支援

11家族支援

12患者会・家族会との連携（ピアサポート）

13訪問診療・訪問看護または在宅療養

14主治医やかかりつけ医への不満

15食事栄養指導

16服薬上の問題点

17受診中断者への支援

18小児支援

19その他

京都府の急性期脳卒中患者数（日本脳卒中学会）

6120名（2023年）・ 6477名（2024年）

脳卒中・心臓病等総合支援センター
単一機関で実施可能な相談支援は
疾患発生数と比較すれば、限られている

脳卒中・心臓病等総合支援センターがハブとなり、

各医療機関が、自院かかりつけ患者に対して
標準化された情報提供・相談支援をできる
体制の構築が目標！



脳卒中・心臓病等総合支援センターに求められるもの

相談支援

情報提供
一般患者 市民を対象とした

• 主に自院かかりつけ患者・家族を対象とする とともに

市民公開講座

どの医療機関においても、それぞれのかかりつけ患者・家族に対して
同じ情報・同じ支援ができる体制の整備

ネットワーク構築 地域・多職種連携による情報共有を社会実装する

• 県内施設のハブとして！支援情報の標準化・共有

啓発動画・資料等の紹介



相談窓口連携会議が多職種連携の
プラットフォームに

MSW
相談窓口
連携会議

薬剤師連携

看護師連携

栄養士連携

医師連携（施設長会議）

リハ担当連携

脳卒中生活期支援に向けた各職種連携の展開（京都府）

脳卒中生活期かかりつけ医・
連携主治医制

看護サマリー記載項目標準化

薬剤情報連携・脳卒中生活期
かかりつけ薬局制

栄養情報連携 項目標準化

装具外来・運転再開支援



京大病院 脳卒中療養支援センター がハブとなり、京都府内の・医療機関等を対象に主催した各職種連携会議・セミナー

⚫ 2024年8月～2025年7月（1年間）における実績 （32回・参加人数合計 2010名）
① 職種別・多職種連携会議 ： 京都府対象

会議名称 相談窓口
連携会議

PSC
責任者会議

回復期
責任者会議

連携
薬剤師会議

連携
看護師会議

連携
栄養士会議

SCPA-
Kyoto

合計

開催回数 2 3 4 2 4 3 4 22

参加人数計(人） 100 60 80 70 200 105 80 695

MSW             PSC医師 回復期医師 薬剤師 看護師 栄養士 多職種

② ナレッジ共有・啓発 （両立支援セミナー） ： 京都府対象

◼ 2025.1： 脳卒中後の運転再開支援

◼ 2025.7： ADL自立患者の高次脳機能障害と復職支援

8回・参加数 1080名

③ 職種連携・地域連携・公開講座 ： 京都府対象 6 全国対象 ２

⚫ SCPA 京都支部事業報告会（2025.2）
⚫ 第二回京都市北部エリア地域連携の会（2025.4）
⚫ 京都府連携看護師会議セミナー（2025.5）

⚫ SCPA Japan事業報告会 （2024.9）
⚫ 両立支援調査2023 中間報告シンポジウム（2025.3）
⚫ 脳卒中相談窓口連携会議 全国大会2025（2025.6）

⚫ 市民公開講座（京都府・医師会・府立医大・京大共催：2025.2）
⚫ もやもや病ピアサポート in Kyoto2025 （2025.3）

2回・参加数 235名

22回・参加数 695名

ハブとなるためには、専従職員が必須！



循環器病対策推進基本計画の患者支援に関する重点施策を

各都道府県のハブとなって行政・地域医療機関・各団体と連携して進める

脳卒中・心臓病等総合支援センター

ハブとなるためには、
• 脳卒中・心臓病領域に各1名の専従職員雇用費
• 諸活動費

合計1000万円/年以上が事業継続のためには必要



初年度予算 国100

2年目以後の予算 国：都道府県＝50：50



2年目以後の予算は循環器病特別対策費
国：都道府県＝50：50



R4-6年度採択37都道府県の中で、

事業継続に必要な予算（ 1000万円/年以上）が
確保されているのは13都道県のみ

令和7年度 脳卒中・心臓病等総合支援センター事業費

北海道 1,200万

≧1,000万

≧1,500万

青森県 1,833万＊

宮城県 1,700万

東京都 1,800万

山梨県 1,202万

岐阜県 1,200万

滋賀県 1,238万

徳島県 2,000万＊

広島県 1,800万

福岡県 1,492万

佐賀県 1,169万

長崎県 1,095万

熊本県 1,180万

宮崎県 1,000万

＊ R6年度予算（本年度予算未定）

2025日本脳卒中学会調査



R4-6年度採択37都道府県の中で、
事業継続に必要な予算（ 1000万円/年以上）が
確保されていないのは 24府県

令和7年度 脳卒中・心臓病等総合支援センター事業費

く500万

く1,000万

く100万

岩手県 384万

山形県 880万

茨城県 800万

栃木県 400万＊

群馬県 900万

埼玉県 0

予算が折り合わず施設辞退

富山県 50万
長野県 935万

奈良県 720万

福井県 915万

三重県 500万

京都府 800万

大阪府 0

石川県 700万

和歌山県 220万

兵庫県 900万

香川県 180万

岡山県 400万

愛媛県 0

鳥取県 786万

山口県 517万

鹿児島県 254万

専従職員2名（脳・心各1）の雇用は困難な12府県

専従職員は雇用困難な6県

＊ R6年度予算（本年度予算未定）

2025日本脳卒中学会調査

山形県・茨城県・群馬県・長野県・石川県・福井県・
三重県・京都府・奈良県・兵庫県・鳥取県・山口県

岩手県・栃木県・和歌山県・岡山県・
香川県・鹿児島県

予算に基づく総合支援センターとしての
事業が不可能な4府県

埼玉県(0)・富山県(50)・大阪府(0)・
愛媛県(0)

神奈川県



脳卒中・心臓病等総合支援センターの事業進捗が難渋している県

① 行政が2年目以後の事業予算を確保しない

② 病院執行部の本事業に対する意識が低い・病院が一丸としてまとまっていない

③ 担当部署・事務の 「これ以上仕事を増やすことはできない」反応

④ 脳卒中領域と心臓病領域の本事業に関する認識や連携が不十分

⑤ 県全体の関連施設・団体の積極的協力が得られない

→ 総合支援センターが病院一丸として動かない

→ 県全体の医療施設・団体が動かず、
ローカルな相談支援事業に留まる

健康部局が財政部局を
説得できる事業進捗がない



脳卒中・心臓病等総合支援センター事業が持続可能であるためには

① 都道府県行政の支援（適切な事業予算）

② ハブとしての総合支援センターの力量

が両翼のエンジン

いずれが欠けても
片肺飛行で、長持ちません！

いずれも 無ければ
全く飛べません！

脳卒中・心臓病等総合支援センター

ハブとなるためには



脳卒中WG 心臓病WG

脳卒中・心臓病等総合支援センター事業
採択府県における実態調査を行い、

地域における 多職種連携を社会実装する日本脳卒中学会

連携 連携

日本循環器学会

日本脳卒中医療
ケア従事者連合

日本心臓リハビリ
テーション学会

脳卒中・心臓病等総合支援センター事業と関連する研究班

令和５年度厚労科研費FA-1018 （主任研究者:宮本 享）

回復期以降の循環器病に対する多職種連携による患者支援体制の充実・普及に資する研究



患者中心の開かれた
病院として、

安全で質の高い医療を
提供する。

両立支援調査2023

● 対象府県

岩手県・宮城県・栃木県・富山県・京都府・福岡県・熊本県 の7府県

● 調査内容

当該府県のすべてのPSCおよび回復期リハビリテーション病院から
直接自宅退院した脳卒中患者の復職率および両立支援の実施状況を調査

● 調査期間

2023年10月～2024年3月
♯ フォローアップ期間：上記期間中の退院～6ヵ月後・18か月後

● 期待される効果

悉皆性のあるデータに基づいた 下記2点の把握
❶ 脳卒中後の復職率
❷ 「療養・就労両立支援料」の現実（算定状況や算定困難な理由）

令和５年度厚労科研費FA-1018

回復期以降の循環器病に対する多職種連携による患者支援体制の充実・
普及に資する研究（主任研究者：宮本 享）

令和5年度採択

令和4年度採択

脳卒中相談窓口連携会議実働組織は



両立支援調査２０２４

● 対象府県 R5年度総合支援セ事業採択8県

● 調査内容

当該県のすべての一次脳卒中センター（PSC）および回復期リハ病院から
直接自宅退院した脳卒中患者の両立支援の実施状況を調査

● 調査期間

2024年10月～2025年3月
♯ 上記期間中の退院から18か月後までの間に行われた両立支援

● 期待される効果
❶ 脳卒中相談窓口連携会議の設立と 地域連携の活性化

❷ 悉皆性のあるデータに基づいた 下記3点の把握
• 「療養・就労両立支援料」の対象となりうる 脳卒中患者の割合
• 上記のうち、70歳～79歳の患者の割合（2023調査に無かった新規項目）
•   「療養・就労両立支援料」の現実（算定状況や算定困難な理由）

令和5年度採択

令和５年度厚労科研費FA-1018

回復期以降の循環器病に対する多職種連携による患者支援体制の充実・普及に資する研究



脳卒中・心臓病等総合支援センター
47都道府県に認定

令和6年度採択 12都道県

令和5年度採択 15府県

令和4年度採択 10府県

厚労科研 脳卒中調査実施31道府県
（両立支援調査2025を含む）

厚労科研費FA-1018（令和5-7年度）の調査事業により
総合支援センターをハブとする当該府県の地域・多職種連携が大きく進んでいる

令和7年度採択     10県

令和4年度採択 10/10府県

令和5年度採択 10/15府県

令和6年度採択 9/12都道県

令和7年度採択 2県/10県

脳卒中相談窓口連携会議が

31道府県で稼働



脳卒中・心臓病等総合支援センターの今後に向けた提言

1 脳卒中・心臓病等総合支援センター事業は、患者支援・情報提供・多職種連携のハブとなることが重要

2 脳卒中・心臓病等総合支援センター事業予算確保の重要性

4 脳卒中・心臓病等総合支援センター事業の適切な評価について

5 脳卒中・心臓病等総合支援センター事業報告会を提案

どの病院でも、急性期・回復期・生活期どのステージでも、標準化された 支援・情報提供

総合支援センター単施設の相談件数ではなく 地域・多職種連携のハブとなっていることを示す
評価項目が必要

3 研究班事業に参加することで、脳卒中・心臓病等総合支援センター事業による
地域・多職種連携を社会実装できる

行政も参加して、他県の好事例共有 

県予算への補助1/2(循環器病特別対策事業) で、本事業の均てん化は可能か？
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